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要　　旨
　「地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係法律の整備等に関する法律」の成立によっ
て，今後ますます退院が促進され，何らかの治療を継続したまま居宅等において生活する患者の増加が見込ま
れる．本研究は，A病院に通院する患者を対象に服薬受容に影響を及ぼす経済的要因を明らかにした．解析対
象者は 66名であった．服薬アセスメントツール（MAT）を用いた服薬受容の程度を目的変数，今回の外来診
療費や薬代などの経済的要因を説明変数として重回帰分析を行った．結果，1日あたりの服薬数が有意な変数
として抽出された（β =- .365，p= .040，R2= .105）．服薬数が増えることは，服薬率のみならず服薬受容に
も影響を与えていることを示唆している．配合剤は服薬アドヒアランスが高く希望する患者も多い傾向がある
ことから，積極的に取り入れていくことが望ましいと考える．
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Ⅰ．はじめに
近年，在院日数の短縮化により患者の在宅への移行が
進んでいる．2014 年 6月には「地域における医療及び
介護の総合的な確保を推進するための関係法律の整備等
に関する法律」が成立，公布された（厚生労働省 ,2014a）．
そこでは，高度急性期から在宅医療まで，患者の状態に
応じた適切な医療を効果的，効率的に提供するとともに，
患者ができるだけ早期に社会復帰し継続して地域での生
活を送れるよう，地域における効率的かつ効果的な医療
提供体制の確保と地域包括ケアシステムの構築に必要な
内容が盛り込まれている．
これに先立ち，2014 年 4月に改定された診療報酬で
は，看護配置 7対 1を届け出る入院基本料の算定要件
として，自宅などへの復帰率が 75％以上であることが
新設された（厚生労働省 ,2014b）．これらの動きにより，
今後ますます退院が促進され，何らかの治療を継続して
抱えながら居宅等において日常生活を送る患者が増加し
ていくことが見込まれる．
多くの場合，退院後の継続療養は服薬を含む生活管
理によって支えられ，その成果が治療成績や予後，生活
の質に影響を及ぼす．一般に服薬管理の成果は，服薬率
の良否によって判断されることが多い．しかし，生活の
質の維持，向上を考慮すると，ただ単に服薬できていれ
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ば良しとする評価ではなく，納得して服薬していること
も服薬管理にとっては必要な要素である．
これまでの服薬受容に関する研究では，影響要因と
して服薬支援をしてくれる身近な人の存在の有無，全体
的な健康感，服薬期間が挙げられており（湯沢 ,2002），
患者の年齢（大堀ら ,2009b）や病気や治療に関する医
療従事者からの説明のわかりやすさも関係している（大
堀ら ,2009a）との報告がある．
本年 4月からの消費税率の上昇に伴い，国民の経済
的負担が増加した．湯沢（2002）は，薬の費用の負担
感が服薬の自己調節と関連していることを明らかにして
おり，費用の負担感は服薬を継続していく上で無視でき
ない要因であると述べている．これは，医師からの服薬
指示に対して，患者は経済的な負担感を感じている場合
があり，その納得のいかない思いが最終的に服薬の自己
調節に繋がっていると考えられる．しかし，薬の費用を
含め客観的な経済的要因が服薬受容に与える影響につい
て，過去の研究では明らかにされていない．そこで，本
研究では地域で継続療養を行っている患者を対象に，服
薬受容に影響を及ぼす経済的要因について明らかにした
い．
医療従事者は，患者が納得して服薬を継続していけ
るよう支援していく役割がある．特に看護師は患者の身
近な存在として，患者の服薬に対する思いを理解し，直
接的に問題解決をしたり，問題解決にあたる適切な医療
従事者に情報提供をしたりする調整役割がある．今後，
居宅等で継続療養をする患者の増加に伴い，看護師の服
薬支援の役割はより重要性を増すものと考える．よっ
て，本研究によって得られた結果は，経済的負担が増す
日常生活を送りながら継続療養をする患者の治療成績や
予後，生活の質を維持，向上させるための支援を検討す
る際の参考資料となりうると考える．
Ⅱ．研究目的
A 病院に通院する患者の服薬受容に影響を及ぼす経済
的要因を明らかにする．
Ⅲ．用語の定義
本研究において，服薬とは処方された内服薬による
治療を表すものとした．また，服薬受容とは服薬に対
する患者の納得を表し，服薬の理解，受けとめ，動機，
経済的負担感から構成される服薬アセスメントツール
（Medication Assessment Tool: MAT）（湯沢 ,2002）で
測定できるものとした．
経済的要因とは，一般に世の中の景気動向、物価の
変動、GDP 成長率、失業率、所得などさまざまな経済
指標や今後の見通しにおいて，何らかに対する要因とな
るものを指す．本研究では，服薬受容への影響要因を探
索することを目的としていることから，診療に直接的に
関係する経済的要因とし，具体的には医療費，罹患，治
療の状況とした．
Ⅳ．研究方法
1．研究デザイン
関係探索型研究
2．研究対象
A 病院の内科外来，外科外来に通院し服薬をしている
患者とした．
A病院の概要は次のとおりである．東京都内にある
約 8万 5千人規模の A市民を中心とし，周辺地区の住
民に医療を提供する 290 床の地域医療支援病院である．
20の診療科を有し，二次救急医療機関，災害拠点病院
となっている．年間の外来患者数は，15万 5千人から
16万人である（一日あたり約 600 人）．
3．データ収集内容
患者の属性，および今回の外来診療における自己負
担額，今回の薬代と処方週数，1日あたりの服薬数，患
者が認識している病気などの経済的要因に関する項目と
した．1日あたりのすべての服薬数を経済的要因とした
理由は，今回処方された薬は患者が服薬しているすべて
の薬とは限らない可能性があり，服薬数が増えれば薬の
費用も増える可能性があるためである．また患者が認識
している病名に関しても，病名の数によって服薬数が変
化すると考えたからである．
服薬受容に関するデータは，MAT とした．MAT は，
薬の効果を感じるか，薬は今より少なくてもいいと思う
か，薬の飲みかたはわかりやすいか，薬代は負担かなど
11項目から構成される．なお，MATは信頼性，妥当性
のある尺度であり（湯沢 ,2002），本研究では尺度とし
て使用した．全調査項目は 19項目とした．
回答方法は，属性や経済的要因については選択式回
答または実数値の記入とし，MAT に関しては「とても
そう思う」「そう思う」「あまり思わない」「思わない」
などの4件法として，該当するものを選択してもらった．
4．データ収集方法
A 病院外来看護師から，通院患者に対し研究の趣旨を
説明してもらい自記式の調査用紙を手渡しで配布した．
回収は研究者への直接郵送法を用いた．なお，データ収
集期間は，2013 年 6月から 8月までの約 3ヶ月間だっ
た．
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5．分析方法
属性および経済的要因，服薬受容の状況について記
述統計量を算出した．服薬受容の状況では，4件法で回
答を求めたMAT の 11 項目について，最も肯定的な回
答を 4点とし，順次 1点までを配点した．
服薬受容に影響を及ぼす経済的要因の分析では，目
的変数をMATの合計点とし，説明変数を 1日あたりの
服薬数，1週間あたりの薬代，今回の外来診療自己負担
額などの経済的要因として，ステップワイズ法による重
回帰分析を行った．1週間あたりの薬代は，今回の薬代
自己負担額を処方週数で除し算出した．
なお，データ解析には SPSS ver.22 for Win を用い，
有意水準を 5%とした．
6. 倫理的配慮
対象とした A病院の看護部長に口頭，および書面で
研究の趣旨を説明し，内諾を得た．その後 A病院の倫
理審査委員会にて審査を受け承諾を得て実施した．
具体的な倫理的配慮は次のとおりであった．患者に
は外来看護師から研究の趣旨と調査協力依頼をし，調査
用紙への無記名での回答と返送をもって同意が得られた
ものとみなした．また，協力が得られない場合でも，そ
の後の診療に不利益が生じないことを外来看護師から口
頭および書面にて説明してもらった．得られた回答はす
べてデータ化により個人が特定されないようにし，デー
タは鍵のかかる引き出しに保管の上，研究者のみが取り
扱った．
Ⅴ．結果
1．調査用紙の配布と回収状況
調査用紙配布数 138 部，回収数 66 部（回収率
47.8％），有効回答数66部（有効回答率100.0％）だった．
2．患者の属性と診療に関する状況（表 1）
患者は，男性 28 名（42.4％）女性 38 名（57.6％）
であり，平均年齢 59.6 歳（標準偏差 13.74，最小値
19，最大値 83）であった．年齢区分でみてみると，65
歳未満が 39名（59.1％）と約 6割を占めており，続い
て 65歳から 70歳の 12名（18.2％），70歳から 74歳
の 8名（12.1％）と漸減していた．後期高齢者である
75歳以上のものは 7名（10.6％）と約 1割だった．
患者が認識している病気の数は，1人あたり平均 1.7
疾患（標準偏差 .82，最小値 1，最大値 4）であり，
ICD-10 分類では消化器系の疾患 21 名（31.8％）と最
も多く，循環器系の疾患 12 名（18.2％），内分泌，栄
養及び代謝疾患 7名（10.6％）の順であった．
各疾患の具体的な内容として，消化器系の疾患では
胃炎，胃潰瘍，十二指腸潰瘍，逆流性食道炎が複数みら
れ，循環器系の疾患では高血圧症がほとんどを占めてい
た．また，内分泌，栄養及び代謝疾患では糖尿病が複数
みられた他，バセドウ病，脂質異常が散見された．
今回の外来診療自己負担額の平均は，1908.9 円（標
準偏差 3599.37，最小値 70，最大値 25000）であっ
た．また，今回の薬代の自己負担額の平均は 3416.2 円
（標準偏差 3878.67，最小値 0，最大値 18000）であり，
1週間あたりに換算すると平均額 1164.0 円（標準偏差
1183.79，最小値 0，最大値 10410）だった．
1日あたりの服薬数では，平均 5.5 個（標準偏差 4.4，
最小値 0，最大値 19）だった．なお，1日あたりの服
薬数が 0個のものは，4週間に 1個の割合で服薬して
いた．
3．服薬受容の状況（表 2）
まず，MATにおける服薬の動機の領域では，「薬の説
明は薬を理解するのに役立っていますか」の平均値が最
も高く 3.1 点（標準偏差 .39，最小値 1，最大値 4），「薬
の効果を感じますか」の平均値が最も低かった（平均値
2.9 点，標準偏差 .60，最小値 1，最大値 4）．
次に，服薬の受けとめの領域では「薬を飲む作業は
めんどうですか」の平均値が 2.9 点（標準偏差 .71，最
小値 1，最大値 4）と最も高く，「薬に頼るのはよくな
いと思いますか」の平均値が最も低い結果だった（平均
値 2.2 点，標準偏差 .90，最小値 1，最大値 4）．
さらに，服薬の理解の領域では，「薬の飲み方はわか
りやすいですか」の平均値が 3.3 点（標準偏差 .48，最
小値 2，最大値 4），「薬がなぜ必要か自分ではわかりま
すか」の平均値が 3.2 点（標準偏差 .47，最小値 2，最
大値 4）と，他の領域よりも点数が高い傾向にあった．
加えて，薬の費用の領域では，「薬代は負担ですか」
の平均値は 2.4 点（標準偏差 .77，最小値 1，最大値 4）
だった．
本研究目的が，服薬受容に影響を及ぼす経済的要因
を明らかにすることであることから，MAT の合計点を
算出した．その際，MAT の 11 項目すべてについて記
入されている回答のみを分析対象とし，11項目におい
て欠損値があるものと 1日あたりの服薬数が 0個のも
のを除外した．その結果，分析対象は 58となり，MAT
合計点の平均値は 31.0 点（標準偏差 2.83，最小値 26，
最大値 40）だった．
4．服薬受容に影響を及ぼす経済的要因（表 3）
MAT の合計点を目的変数とし，1日あたりの服薬数，
患者が認識している病気数，今回の外来診療自己負担額，
1週間あたりの薬代を説明変数として，ステップワイズ
法による重回帰分析を行った．
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重回帰分析をするにあたり，まず説明変数同士を
Spearman の順位相関係数により検討した．その結果，
1日あたりの服薬数と患者が認識している病気数，およ
び今回の外来診療自己負担額と 1週間あたりの薬代と
の間に有意な相関がみられた（ρ = .430, p= .003；ρ = 
.408, p= 0.16）．係数（ρ）が .7 未満であったため，今
回の分析ではすべての変数を投入することとした．
重回帰分析の結果，1日あたりの服薬数のみが抽出
され（β =- .365, p= .040），患者が認識している病気
数，今回の外来診療自己負担額，1週間あたりの薬代
は，有意な変数として抽出されなかった（β =- .115,p= 
.579; β =- .115, p= .510; β =- .211, p= .211）．相関係
数（R）は .365，調整済み決定係数（R2）は .105 であっ
た．なお，残差についてKolmogorov-Smirnov検定を行っ
た結果，p= .200 であった．
Ⅵ．考察
1．回答者の属性
平成 25年の全国における年齢区分別受診割合（厚生
労働省保険局調査課 ,2013b）では，65歳以上を 5歳ご
とに区分した場合の人口 1000 人あたりの受診割合は，
各年齢区分とも 6割から 7割でほぼ同じ割合であった．
それに対し，本研究結果は65歳から70歳未満が約2割，
70歳以上 74歳未満が 1割強，75歳以上が約 1割とば
らつきがみられ，65歳未満で 6割を占めていた．この
ことは，多くの回答者が定年前の比較的若い患者であっ
たことを示しており，MAT や経済的要因となった変数
に何らかの偏りをもたらしている可能性がある．
2．診療に関する状況
患者が認識している病気の分類では，消化器系の疾
患が 3割強，循環器系の疾患が 2割弱，内分泌･栄養及
び代謝疾患が 1割強と上位を占めている．平成 23年度
における患者調査結果（厚生労働省 ,2011）と比較する
と，全国の結果がそれぞれ 7.3％，15.1％，7.5％であ
ることや患者が認識している病名の詳細から，A病院で
は生活習慣病患者が多く占めているといえる．
今回の外来診療自己負担額は平均約 1900 円であっ
た．平成 23 年の国民１日当たりの入院外診療費は
7642 円（厚生労働省保険局調査課 ,2013a）であり，
患者の自己負担割合を 3割と仮定すると約 2300 円，本
研究対象者には 1割負担の患者も含まれていることを
勘案すると，今回の外来診療自己負担額は全国並みとい
える．
今回の処方週数は平均 5.5 週であった．平成 24年度
の 1種類当たり投薬日数は全国平均 21.1 日（厚生労働
省 ,2013），すなわち約 3週であることを考えると，2
週以上長期処方がなされているといえる．慢性的に病状
が経過し，病状の変化が少ない生活習慣病患者が多いこ
とが背景にあるものと推察する．
今回の薬代自己負担額については，次の概算結果と
比較した．平成 23 年の国民 1日あたりの入院外診療
費および調剤費は 32378 円（厚生労働省保険局調査
課 ,2013a）であり，入院外診療費 7642 円を差し引く
と調剤費は 3768 円となる．平成 24年度の処方箋 1枚
あたりの薬剤は 2.9 種類であり（厚生労働省 ,2013），
本研究結果の 1日あたりの服薬数が 5.5 個と 1.9 倍で
あったことから，今回の薬剤料を算出するには処方箋 1
枚あたり薬剤料 5180 円（厚生労働省 ,2013）を 1.9 倍
すればよい．概算で 9842 円となる．薬代は主に，調剤
料と薬剤料の合算となることから 3768 円＋ 9842 円＝
13610 円となり，今回の薬代の自己負担割合を 3割と
仮定すると 4083 円となる．本研究対象者には 1割負
担の患者も含まれていることを勘案すると，本研究結果
の約 3400 円は全国平均と大きな違いはないものと推測
できる．
1日あたりの服薬数は平均 5.5 個であった．奥野ら
（2001）の調査では在宅療養者 1名あたりの服薬数は
平均 5.7 個であったと報告されていることから，本研究
結果も同様の結果であったいえる．
3．服薬受容の状況
MAT の 11 項目における各平均得点の分布は，2.2 点
から 3.3 点の範囲であった．先行研究（湯沢 ,2002）で
の各平均得点の範囲は 2.2 点から 3.4 点であり，本研究
結果も同様であった．しかし，すべての項目において
本研究結果は先行研究結果より .0 点から .5 点低い値で
あった．MAT 合計点も 33.4 点（湯沢 ,2002）に対し，
本研究では 31.0 点と低かった．これは，本研究対象者
の平均年齢が 59.6 歳と先行研究での 64.6 歳よりも若
く，年齢が若いほど服薬受容の程度が低下するといった
報告（湯沢 ,2002）を支持するものであった．
4．服薬受容に影響を及ぼす経済的要因
経済的要因として服薬受容に影響を及ぼしていたの
は，1日あたりの服薬数であった．服薬数が増えるほ
ど服薬アドヒアランスが低下することは，これまでい
くつも報告されている（Chapman RH, et al,2005, 片田
ら ,2014）．本研究結果は，服薬管理のアウトカムであ
る服薬率のみならず服薬受容にも影響を与えていること
を示唆している．現在，配合剤の開発が進んでいる．配
合剤は服薬アドヒアランスが高いとの報告もあり（片
田 ,2014），希望する患者も多い傾向があることから（成
尾 ,2014），積極的に取り入れていくことが望ましいと
考える．
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本研究では，服薬数の増加は薬代の増加と関係して
いる可能性があると考え，変数として選択した．しかし，
服薬数の増加は，服薬の複雑さや面倒さを高める．また，
各薬剤によって薬価が異なることから，服薬数の増加が
薬代の増加と関連していないことも考えられる．今後，
服薬全体にかかる費用について調査し服薬受容との関連
を詳細に解析していく必要がある．
1人あたりの罹患疾患数，今回の外来診療自己負担
額 ,1 週間あたりの薬代は , 有意な経済的要因として抽
出されなかった．サンプルサイズが小さかったことが理
由のひとつと考えられる．
また，1人あたりの罹患疾患数を説明変数に選択した
のは，患者が他院にも通院している場合を考えると，今
回の外来診療自己負担額以外にも経済的負担が発生して
いる可能性があるためであった．今回の外来診療自己負
担額や 1週間あたりの薬代と併せ，仮に他院に通院し
ていたとしても自己負担額が多いからといってもその患
者にとって絶対的な負担を示すとはいえず，約 6割の
患者が生産年齢に含まれる 65歳未満だったことを考慮
すると，個人所得や家族所得に対する相対的な負担と
なっているものと考える．よって，服薬受容に影響を
及ぼす影響要因として抽出されなかった理由のひとつと
なっている可能性がある．
さらに，自己負担額に対する負担感は，支払いの対
象についての相対的な価値観によっても変化する主観的
なものである．このことから客観的な自己負担額が影響
要因として抽出されなかったのかもしれない．今後，主
観的な経済的負担感，についても検討して行く必要があ
る．
本研究では，経済的要因として 1日あたりの服薬数，
患者が認識している病気数，今回の外来診療自己負担額，
1週間あたりの薬代を設定した．本来であれば，医療
保険制度を考慮し，75歳を基準に年齢も変数として設
定する必要があった．しかし，75歳以上の患者が 7名
（10.6％）であったことから，経済的要因を探索するに
は限界があると考え選択しなかった．
今回の決定係数は 10.5％と低かった．これは，1日
あたりの服薬数の他にも服薬受容に影響する経済的要因
があることを示している．今後，服薬全体にかかる費用
や医療費全体などを説明変数として加え検討を重ねてい
くことが必要と考える．
 
5．本研究の限界と課題
解析対象となったのは，66 名であった． A 病院は 1
日あたり 600 名の外来患者が来院しているものと仮定
し，3ヶ月間の調査期間を考慮すると，かなり少ないサ
ンプルサイズであり，またサンプリング法も便宜的だっ
たことから，本研究結果は何らかの偏りがあり A病院
の通院患者すべてについて示しているとは言い難い．今
後はサンプルサイズを大きくしたり，ランダムサンプリ
ング法を取り入れたりするなどの検討が必要である．
Ⅶ．結論
本研究は，社会および医療情勢の変化に伴い居宅等
で継続療養をする患者の増加が見込まれることや，経済
的負担感が継続した服薬受容と関係していることを踏ま
え， A 病院に通院する患者を対象として服薬受容に影響
を及ぼす経済的要因について明らかにした．
結論として，次のことが示唆された．
1．服薬受容には 1日あたりの服薬数が影響しており，
服薬数が増えることは服薬受容の程度を低下させる
経済的要因としての可能性がある．
2．外来診療自己負担額や 1週間あたりの薬代，罹患し
ている疾患数は，服薬受容には影響を及ぼしていな
い可能性がある．
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